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業 務 委 託 契 約 書 （参考案） 

 

１ 事 業 年 度     平成３０～３１年度  

 

２ 業 務 の 名 称     御坊市新庁舎建設事業発注者支援（コンストラクション・ 

マネジメント）業務委託 

 

３ 業 務 の 場 所     御坊市薗３５０番地 

 

４ 履 行 期 間     自）平成  年  月  日 

              至）平成  年  月  日 

 

５ 委 託 金 額     金          円也 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

６ 契 約 保 証 金     免除       

 

７ 部分払い金額     第１期分   ４，８６０，０００円 

 

              第２期分            円 

              

８ 前払金を請求することのできる金額     金０円 

 

 

 上記の業務について、御坊市を発注者とし、 

を受託者として、発注者及び受託者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、次の条項に

よって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 この契約の証として、この証書２通を作成し、発注者及び受託者はそれぞれ記名押印の上、各

自その１通を保有する。 

 

 平成  年  月  日 

 

             発注者   御坊市長               印 

 

             受託者   住 所 

                

                   氏 名                 印
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 （総則） 

第１条 発注者及び受託者は、この契約書並びに別添仕様書（添付書類がある場合は添付書類を

含む。以下これらの仕様書等を「仕様書」という。）に従い、これを履行しなければならない。 

２ 前項の仕様書に明示されていない仕様があるときは、発注者及び受託者が協議して定めるも

のとする。 

３ 受託者は、この契約に基づき、善良な管理者の注意をもって委託業務を行うものとする。 

 （管理技術者） 

第２条 受託者は、委託業務の処理の技術上の管理をつかさどる管理技術者（仕様書に規定する

資格要件を満たし、専門の知識及び経験を有する技術者をいう。）を定め、発注者に通知しな

ければならない。変更したときも、同様とする。  

（権利義務の譲渡等） 

第３条 受託者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは委任し、

又は承継させてはならない。ただし、書面により発注者の承諾を得たときは、この限りでない。 

２ 発注者は、この契約の業務成果品（委託業務を行ううえで得られた図面、書類、記録等をい

う。以下同じ。）を自由に使用し、又はこれを使用するに当たり、その内容等を変更すること

ができる。  

 （再委託等の禁止） 

第４条 受託者は、委託業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。 

２ 受託者は、委託業務の一部を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ発注者に対し、

その委託にかかる業務の概要、その第三者の氏名又は名称及び住所を記載した書面を交付のう

え、委託の趣旨を説明しなければならない。 

３ 受託者は、前項により委託業務の一部について第三者に委託した場合、発注者に対し、その

第三者の受託に基づく行為全てについて責任を負う。 

 （業務内容の変更等） 

第５条 発注者は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止す

ることができる。この場合において、委託金額、履行期間を変更する必要があるときは、発注

者及び受託者が協議して書面によりこれを定めるものとする。 

２ 前項の場合において、受託者が損害を受けたときは、発注者はその損害を賠償しなければな

らない。この場合における賠償額は、発注者及び受託者が協議して定めるものとする。 

 （履行期間の延長） 

第６条 受託者は、その責めに帰することができない理由により、履行期間までに委託業務を完

了することができないときは、発注者に対して遅滞なくその理由を明らかにした書面をもって

履行期間の延長を求めることができる。この場合における延長日数は、発注者及び受託者が協

議して書面をもって定めるものとする。 

 （損害のために必要を生じた経費の負担） 

第７条 委託業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必要を

生じた経費は、受託者が負担するものとする。ただし、その損害のうち発注者の責めに帰すべ

き理由により生じたものについては、発注者がこれを負担するものとし、その額は、発注者及

び受託者が協議して定めるものとする。 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第８条 受託者の責めに帰する理由により、履行期間内に委託業務を完了することができない場

合において、履行期間経過後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、発注者は、受託者

から損害金を徴収して履行期間を延長することができる。 
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２ 前項の損害金の額は、委託金額に対して遅延日数に応じ年５．０パーセントの割合で計算し

た額とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき理由により、第１２条第２項の規定による委託金額の支払が遅れた

場合においては、受託者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．７パーセントの割合

で計算した額の支払を発注者に請求することができる。 

 （委託業務の調査等） 

第９条 発注者は、必要があると認めるときは、受託者に対して委託業務の実施状況（委託業務

が終了したときは実施結果）につき調査をし、又は報告を求めることができる。 

（委託業務完了届） 

第１０条 受託者は、委託業務を完了したときは、遅滞なく発注者に対して委託業務完了届（発

注者と協議のうえ様式を定める。）を提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の委託業務完了届を受理したときは、その日から１０日以内に業務の実施状

況について検査を行わなければならない。 

３ 前項の検査の結果不合格となり、この契約の目的物について補正を求められたときは、受託

者は遅滞なく、当該補正を行い、再検査を受けなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、前項の補正の完了及び再検査の場合に準用する。 

５ 受託者は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく、当該業務成果品を発注者に引き渡す

ものとする。 

 （委託費の支払） 

第１１条 発注者は、受託者の提出する委託費支払請求書（様式第１号）に基づき、平成３１年

３月１日以降に委託金額のうち第１期分の金額として ４，８６０，０００円 を、委託業務完

了後に第２期分の委託費として残金を受託者に支払うものとする。 

２ 発注者は、受託者から適法な請求書を受理した日から３０日以内にその支払いを行うものと

する。 

 （発注者の解除権） 

第１２条 発注者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴  その責めに帰すべき理由により履行期間内又は履行期間経過後相当の期間内に委託業務を

完成する見込がないと明らかに認められるとき。  

⑵ 正当な理由がないのに委託業務に着手すべき時期を過ぎても委託業務に着手しないとき。 

⑶ 公正取引委員会が、受託者にこの委託業務の入札における違反行為があったとして私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」

という。） 第４９条に規定する排除措置命令又は第６４条第１項の規定による競争回復措置

命令を行い、当該措置命令が確定したとき。            

⑷ 公正取引委員会が、受託者にこの委託業務の入札における違反行為があったとして独占禁

止法第６２条第１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令が確定したとき

（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

⑸  受託者（受託者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）がこの委託業務の入札に

関し行った行為について刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条

の規定による刑が確定したとき。 

⑹ 受注者が、御坊市が行う契約等からの暴力団排除に関する事務取扱要綱（平成２２年１２

月１日施行）第９条に該当することとなったとき。 

⑺  第１号から前号までに掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的
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を達することができないと認められるとき。 

⑻  第１５条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除した場合において、発注者は必要があるときは委託

業務の出来形部分を検査の上、当該検査に合格した部分の引渡しを受けるものとし、当該引渡

しを受けた出来形部分に相応する委託金額を受託者に支払わなければならない。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第１３条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、契約保証金は、発注者に帰属するも

のとし、契約保証金の納付がなく、又は契約保証金の額が委託金額の１０分の１に満たないと

きは、受託者が委託金額の１０分の１に相当する額又はその不足額を違約金として発注者の指

定する期間内に支払わなければならない。 

 ⑴ 前条第１項の規定によりこの契約が解除された場合 

 ⑵ 受託者がその債務の履行を拒否し、又は、受託者の責めに帰すべき事由によって受託者の

債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 ⑴ 受託者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法第

７５号）の規定により選任された破産管財人 

 ⑵ 受託者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年

法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

 ⑶ 受託者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項（前条第１項第３号から第６号までの規定により、この契約が解除された場合を

除く。）において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、

発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当することができる。 

 （業務途中の契約解除） 

第１４条 発注者は、委託業務が完了しない間は、第１２条第１項に規定する場合のほか必要が

あるときは、契約を解除することができる。 

２ 第１２条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。 

３ 発注者は、第１項の規定により契約を解除した場合において、これにより受託者に損害を及

ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、発注者及び

受託者が協議して定める。 

 （受託者の解除権） 

第１５条 受託者は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

⑴  第７条第１項により、委託業務の内容を変更したため委託金額が３分の２以上減少したと

き、又は委託業務の中止期間が履行期間の１０分の５を超えたとき。 

⑵  発注者がこの契約に違反し、これにより委託業務を完了することが不可能となったとき。 

２ 第１２条第２項及び前条第３項の規定は、前項の規定により契約が解除された場合に準用す

る。 

 （受託者債務不履行責任） 

第１６条 発注者は、受託者がこの契約に違反した場合において、その効果がこの契約に定めら

れているもののほか、発注者に損害が生じたときは、受託者に対し、その賠償を請求すること

ができる。ただし、受託者がその責めに帰すことができない事由によることを証明したときは、

この限りでない。 

（発注者債務不履行責任） 
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第１７条 受託者は、発注者がこの契約に違反した場合において、その効果がこの契約に定めら

れているもののほか、受託者に損害が生じたときは、発注者に対し、その賠償を請求すること

ができる。ただし、発注者がその責めに帰すことができない事由によることを証明したときは、

この限りでない。 

 （賠償の予定）                                                          

第１８条  受託者は、第１２条第１項第３号から第５号までのいずれかに該当するときは、発注

者が契約を解除するか否かを問わず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額を支

払わなければならない。業務が完了した後も同様とする。ただし、第１２条第１項第３号又は

第４号のいずれかに該当する場合で、当該命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６

項に規定する不当廉売に該当するときその他発注者が特に認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合において、受託者が共同企業体であり、既に解散されているときは、発注者は、

受託者の代表者であった者又は構成員であった者に賠償金の支払を請求することができる。こ

の場合においては、受託者の代表者であった者及び構成員であった者は、共同連帯して賠償金

を発注者に支払わなければならない。                       

３ 発注者に生じた実際の損害額が第１項に規定する額を超える場合は、第１項の規定にかかわ

らず、受託者は当該賠償金全額を支払わなければならない。   

 （賠償金等の徴収） 

第２０条 受託者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支

払わないときは、発注者の支払うべき委託金額のうちから控除し、なお不足のあるときは、追

徴する。 

 （秘密の保持等） 

第２１条 受託者は、委託業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 受託者は、業務成果品を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、発

注者の承諾を得たときは、この限りでない。 

 （管轄裁判所） 

第２２条 この契約について訴訟等の生じたときは、発注者の事務所の所在地を管轄する裁判所

を第一審の裁判所とする。 

 （補則） 

第２３条 この契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者及び受託者が協議して定

める。 

（個人情報の保護） 

第２４条 受託者は、この契約による業務を処理するにあたって知り得た個人情報の取扱

いについては、御坊市個人情報保護条例（平成１５年条例第２号）及び関係法令等を遵守し、

適切に保護すること。 
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別紙 

誓 約 書 
 

 

私儀、今般御坊市の下記業務受託にあたり、御坊市暴力団排除条例の趣旨を遵守

し、誠心誠意ことにあたり万事遺憾なきを期し業務を行います。 

万が一暴力団排除条例に抵触する恐れのある場合は、責任をもって必要な措置を

講ずることをここに誓約致します。 

 

記 

 

        平成   年度 

  

業務の名称   御坊市新庁舎建設事業発注者支援（コンストラクション・ 

マネジメント）業務委託 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

住 所 

 

氏 名                     ㊞ 

 

 

 

御坊市長 柏木 征夫 様 

 

 

 


